
（合計）

運 用 益
基金の保有区分 合 計 額

平成 年度 平成 年度 平成 年度

円 円 円 円厚
生
労
働
省
関

小計額係

文
部
科
学
省
関

小計額係

合計額

（注１）基金の保有形態別に記入する他、内訳を添付すること。

（注２ 「運用益」欄の「平成 年度」欄が足らない場合は適宜欄を追加すること。）

３ 基金の解散年月日（中止又は廃止も含む）

（平成２０年度交付分）

基 金 の

解散・中止・廃止 平成 年 月 日

年 月 日

（平成２１年度交付分）

基 金 の

解散・中止・廃止 平成 年 月 日

年 月 日
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４ 基金事業に係る経費
（平成２０年度交付分）

区 分 ・ 事 業 内 容 年度当初 運用益 区分間流用 年度内 年度末保管額 備 考

保管額 Ａ 繰入額 Ｂ 増減額 Ｃ 支出額 Ｄ Ａ＋Ｂ＋Ｃ-Ｄ

１ 保育サービス等の充実（文部 千円 千円 千円 千円 千円

科学省関係を除く）

(1)保育所等整備事業

○保育所緊急整備事業

○賃貸物件による保育所

整備事業

○子育て支援のための拠

点施設整備事業

○放課後児童クラブ設置促

進事業

(2)広域的保育所利用事業

(3)家庭的保育改修等事業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事

業

○家庭的保育者研修事業

(4)保育の質の向上のための

研修事業等

○保育の質の向上のための

研修事業

○保育士再就職支援コーデ

ィネーター配置事業

○アクションプログラム実

践のための事業

(5)認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

２ 保育サービス等の充実（文部

科学省関係）

(1)認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

(2)認定こども園等の環境整備

等事業

○幼児教育の質の向上のた

めの緊急環境整備

○認定こども園等における

教育の質の向上のための

研修支援

３ すべての子ども・家庭への支

援（地域子育て創生事業）
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４ ひとり親家庭等への支援の拡

充

(1)高等技能訓練促進費等事業

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

(2)職業訓練を受けるひとり親

家庭に対する託児サービス

提供事業

(3)職業紹介等を行う企業等を

活用したひとり親家庭に対

する就業支援事業

(4)就業・社会活動困難者への

戸別訪問事業

○戸別訪問による相談支援

等

○就業活動支度の費用につ

いての支援

(5)ひとり親家庭等の在宅就業

支援事業

(6)婦人保護施設等の退所者

（ＤＶ被害者等）等に対する

就業支援事業

５ 社会的養護の拡充

(1)児童養護施設の退所者等の

就業支援事業

(2)児童養護施設等の生活向上

のための環境改善事業

(3)児童養護施設等の職員の資

質向上のための研修事業

６ その他事業（都道府県事務

費）

小 計 額

運 用 益 ※

文部科学省関係 ※

厚生労働省関係 ※

合 計 額（ｂ）

文部科学省関係

厚生労働省関係

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること

※ 運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。
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（平成２１年度交付分）

区 分 ・ 事 業 内 容 年度当初 運用益 区分間流用 年度内 年度末保管額 備 考

保管額 Ａ 繰入額 Ｂ 増減額 Ｃ 支出額 Ｄ Ａ＋Ｂ＋Ｃ-Ｄ

１ 保育サービス等の充実（文部 千円 千円 千円 千円 千円

科学省関係を除く）

(1)保育所等整備事業

○保育所緊急整備事業

○賃貸物件による保育所

整備事業

○子育て支援のための拠

点施設整備事業

○放課後児童クラブ設置促

進事業

(2)広域的保育所利用事業

(3)家庭的保育改修等事業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事

業

○家庭的保育者研修事業

(4)保育の質の向上のための

研修事業等

○保育の質の向上のための

研修事業

○保育士再就職支援コーデ

ィネーター配置事業

○アクションプログラム実

践のための事業

(5)認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

２ 保育サービス等の充実（文部

科学省関係）

(1)認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

(2)認定こども園等の環境整備

等事業

○幼児教育の質の向上のた

めの緊急環境整備

○認定こども園等における

教育の質の向上のための

研修支援

３ すべての子ども・家庭への支

援（地域子育て創生事業）
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４ ひとり親家庭等への支援の拡

充

(1)高等技能訓練促進費等事業

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

(2)職業訓練を受けるひとり親

家庭に対する託児サービス

提供事業

(3)職業紹介等を行う企業等を

活用したひとり親家庭に対

する就業支援事業

(4)就業・社会活動困難者への

戸別訪問事業

○戸別訪問による相談支援

等

○就業活動支度の費用につ

いての支援

(5)ひとり親家庭等の在宅就業

支援事業

(6)婦人保護施設等の退所者

（ＤＶ被害者等）等に対する

就業支援事業

５ 社会的養護の拡充

(1)児童養護施設の退所者等の

就業支援事業

(2)児童養護施設等の生活向上

のための環境改善事業

(3)児童養護施設等の職員の資

質向上のための研修事業

６ その他事業（都道府県事務

費）

小 計 額

運 用 益 ※

文部科学省関係 ※

厚生労働省関係 ※

合 計 額（ｂ）

文部科学省関係

厚生労働省関係

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること

※ 運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。
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（合計）

区 分 ・ 事 業 内 容 年度当初 運用益 区分間流用 年度内 年度末保管額 備 考

保管額 Ａ 繰入額 Ｂ 増減額 Ｃ 支出額 Ｄ Ａ＋Ｂ＋Ｃ-Ｄ

１ 保育サービス等の充実（文部 千円 千円 千円 千円 千円

科学省関係を除く）

(1)保育所等整備事業

○保育所緊急整備事業

○賃貸物件による保育所

整備事業

○子育て支援のための拠

点施設整備事業

○放課後児童クラブ設置促

進事業

(2)広域的保育所利用事業

(3)家庭的保育改修等事業

○家庭的保育改修事業

○家庭的保育賃借料補助事

業

○家庭的保育者研修事業

(4)保育の質の向上のための

研修事業等

○保育の質の向上のための

研修事業

○保育士再就職支援コーデ

ィネーター配置事業

○アクションプログラム実

践のための事業

(5)認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

２ 保育サービス等の充実（文部

科学省関係）

(1)認定こども園整備等事業

○認定こども園整備事業

○認定こども園事業費

(2)認定こども園等の環境整備

等事業

○幼児教育の質の向上のた

めの緊急環境整備

○認定こども園等における

教育の質の向上のための

研修支援

３ すべての子ども・家庭への支

援（地域子育て創生事業）
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４ ひとり親家庭等への支援の拡

充

(1)高等技能訓練促進費等事業

○高等技能訓練促進費

○入学支援修了一時金

(2)職業訓練を受けるひとり親

家庭に対する託児サービス

提供事業

(3)職業紹介等を行う企業等を

活用したひとり親家庭に対

する就業支援事業

(4)就業・社会活動困難者への

戸別訪問事業

○戸別訪問による相談支援

等

○就業活動支度の費用につ

いての支援

(5)ひとり親家庭等の在宅就業

支援事業

(6)婦人保護施設等の退所者

（ＤＶ被害者等）等に対する

就業支援事業

５ 社会的養護の拡充

(1)児童養護施設の退所者等の

就業支援事業

(2)児童養護施設等の生活向上

のための環境改善事業

(3)児童養護施設等の職員の資

質向上のための研修事業

６ その他事業（都道府県事務

費）

小 計 額

運 用 益 ※

文部科学省関係 ※

厚生労働省関係 ※

合 計 額（ｂ）

文部科学省関係

厚生労働省関係

（注１）区分ごとに年度当初保管額、運用益繰入額、区分間流用増減額、年度内支出額、年度末保管額を記入すること。

（注２）年度内支出額は、特別対策事業ごとにも記入すること。

（注３）区分間流用を行った場合は、流用元または流用先を備考欄に記載すること

※ 運用益を各事業に繰り入れた際には、繰入額の合計を減すること。
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５ 事業実施状況

〔保育サービス等の充実〕

（１）保育所等整備事業

① 保育所等緊急整備事業

ア 保育所緊急整備事業

大規模
整備区分 創設 増築 増改築 改築 合計

修繕等

保育所数<か所>

うち分園数

うち認定こども園数

(B－A)<人>増員数

整備前定員数(A)

整備後定員数(B)

（注 「保育所数」には、安心こども基金により、年度中に施設整備を完了した保育所数の合計を）

整備区分ごとに記入すること。

「うち分園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、分園数を記入すること。

「うち認定こども園数」には、施設整備を行った保育所数の内数として、幼保連携型認定こ

ども園を構成する保育所数を記入すること。

「増員数」には、施設整備を行った保育所の整備前後の定員数の合計の差を記入すること。

イ 賃貸物件による保育所整備事業

区 分 実施か所数 定 員 数 助 成 額

賃借料補助 か所 人 千円

本園 か所 人 千円

分園 か所 人 千円

改修費等補助 か所 人 千円

本園 か所 人 千円

分園 か所 人 千円

保育所開設準備費 か所 人 千円

（注 「助成額」には、都道府県から支出した額（国1/2部分のみ）を記入すること。）

ウ 子育て支援のための拠点施設整備事業

施設整備実施か所数 か所

（注）安心こども基金により、年度中に施設整備を完了した子育て支援のための拠点施設数を

記入すること。
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② 放課後児童クラブ設置促進事業

実 施 場 所 実施か所数 増加登録児童数

学校の余裕教室・空き教室 か所 人

その他 か所 人

） 。（注 「実施か所数」には、安心こども基金により、年度中に改修をした放課後児童クラブ数を記入すること

「増加登録児童数」には、安心こども基金による改修により増加した登録児童数を記入すること。

③ 認定こども園整備等事業

ア 認定こども園整備事業

実施か所数 増加定員数 備 考

幼稚園型の保育所機能 か所 人 (厚生労働省関係)

幼保連携型の幼稚園 か所 人
(文部科学省関係)

保育所型の幼稚園機能 か所 人

（注 「実施か所数」には、安心こども基金により、年度中に施設整備をした認定こども園数を）

類型別に記入すること。

「増加定員数」には、安心こども基金による施設整備により増加した定員数を類型別に記入

すること。

イ 認定こども園事業費

実施か所数 入所児童数 備 考

幼稚園型の保育所機能 か所 （厚生労働省関係）４歳以上児 人

３ 歳 児 人

１，２歳児 人

乳 児 人

保育所型の幼稚園機能 か所 （文部科学省関係）人

（注 「実施か所数」には、本事業を行った認定こども園数を類型別に記入すること。）

「入所児童数」には、本事業を行った認定こども園について、該当する機能部分の

入所児童数を類型別に記入すること。

（２）広域的保育所利用事業

保育士 人

送迎センター実施か所数 か所

購入バス等 台

運転手 人
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（３）家庭的保育改修等事業

① 家庭的保育改修事業

実施か所数 備 考実施場所

自宅 か所

自宅以外 か所

保育所 か所

（注 「自宅以外」の場合には、備考欄に実施場所を記入すること。）
（記入例：賃貸アパート１か所、商店街の空き店舗１か所）

② 家庭的保育賃借料補助事業

家庭的保育者 人

③ 家庭的保育者研修事業

受講者数
家庭的保育者 その他の者

人 人 人

（注 「受講者数」には、実人員を記入し、この内、現に家庭的保育事業（地方単独事業も含む ）） 。

に従事している者と、その他の者の内訳を記入すること。

（４）保育の質の向上のための研修事業等

① 保育の質の向上のための研修事業

受講者数
保育士 調理員 その他

人 人 人 人

（注 「受講者数」には、延べ人数を記入し、職種別の内訳を記入すること。）

② 保育士再就職支援コーディネーター配置事業

コーディネーター 人

③ アクションプログラム実践のための事業

【事業概要】

（注）具体的に実施した事業の概要を記入すること。
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